
契約年月日 令和7年3月28日

契約業者名 みらい建設工業株式会社九州支店

契約業者の住所 福岡県福岡市博多区上呉服町１０番１号

工事の名称

工事場所

工事種別 港湾等しゅんせつ

工事概要 別紙のとおり

工期（自） 令和7年3月28日

工期（至） 令和7年10月31日

契約金額 569,492,000 円　（税込み）

契約の内容

令和6年度三池港(内港北地区)航路(-10m)(改良)浚渫工事

福岡県大牟田市新港町地先



１． 工事概要

２． 施工場所

３． 工期

４． 管理用基準

５． 工事内容

航路(-10m)

浚渫工 全体
浚渫 設計水深　-9.0m m3

法面勾配 1：3
m3

内　海洋投入
m3

土捨工
H＝0m級
H＝2m級

敷鉄板設置・管理・撤去

・本工事は、従業員給料手当等に関する試行工事である。
・本工事は、工程上一定の区切りと認められる時点で、主任技術者又は監理技術者の途中交代を認める試行工
事である。

式

排砂管設置・管理・撤去 式 1

・入札時に施工方法等の技術提案を受け付ける技術提案評価型（施工体制確認型） 総合評価落札方式の試行
工事及び契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後VEの試行工事である。

・本工事は、工事検査時（完成・既済部分等）を対象に、書類検査に必要な書類を限定し、工事検査の時間短縮
や受注者の説明用資料作成の省略により、検査の効率化を進めるとともに、受発注者の負担軽減を図ることを目
的とした「検査書類限定型試行工事」の対象工事である。

・休日の確保を評価する「休日確保評価型」の試行工事である。

・「主任（監理）技術者等未経験の技術者を配置」「働き易い職場環境の整備」「担い手育成活動を実施」及び「地
元作業船の活用を実施」について評価する工事であり、実施した場合には工事成績評定の加点を行う。

・工事期間中の直近3カ年の真夏日の日数に応じて、熱中症対策に資する現場管理費の補正をあらかじめ行う試
行工事である。

・「労務費見積り尊重宣言」による下請け企業へ労務費の内訳明示した見積書提出を求める試行工事である。

なお、本工事については、以下に示す試行等の対象工事である。

・国土交通省が提唱するi-Constructionに基づき、ICTの全面的活用を図るため、起工測量、設計図書の照査、施
工、出来形管理、検査及び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類について３次元データを活用するICT活
用工事（発注者指定型）である

・本工事は、令和６年４月からの建設業に対する時間外労働の罰則付き上限規制適用を踏まえ、作業船乗組員
等の時間外労働を前提としている現行の港湾請負工事積算基準を見直すことを目的とした試行的取組（能力補
正型）を適用する対象工事である。

・本工事は港湾工事関係書類スリム化の手引きを活用して、工事関係書類を必要最小限に簡素化に取り組む対
象工事である。

・競争参加資格通知時に発注者が想定している概略工程表を開示する試行工事である。
・建設キャリアアップシステム（以下「CCUS」という）の普及促進を図るCCUS活用モデル工事である。

・施工期間中の荒天休止の実態に基づき、供用係数の精査及び工事期間の延長が必要な場合は工期を延長す
る荒天リスク精算型の試行工事である。

・「港湾工事パートナーシップ強化宣言」を行い下請契約を締結する受注者（元請企業）に対し、現場管理費率を
割増し、下請企業への波及効果を検証する試行工事である。

　本工事は、三池港（内港北地区）航路（-10m）（改良）の浚渫工、土捨工、土工、仮設工及び準備工を施工するも
のである。

式 1

46,615

27,969

18,646

m2 24,688
内　土砂仮置場揚土

受枠設置・管理・撤去 1

　福岡県大牟田市新港町地先

契約締結日から令和7年10月31日までとする。
　なお、工期は、土曜日、日曜日、祝休日及び夏期休暇を休日として設定している。

　基準面：三池港検潮所基準面上（＋）1．81mを零位とする。（海上）
              東京湾平均海面を零位とする。（陸上）

　基準点：監督職員の指示による。

工　種　名　称 規格・形状寸法 単位 数量 摘　　　要

式 1

2

フロータ管設置・管理・撤去
舗装版撤去・復旧
土運船運搬(1) 土砂仮置場揚土
土運船運搬(2) 海洋投入
空気圧送揚土 土砂仮置場揚土

土工
遮水シート撤去
築堤 m3
遮水シート敷設
砕石舗装 m3

仮設工
既設フェンス撤去・復旧

準備工 処分量（想定）
除草 t
表土除去 t＝10cm m3

測量業務
水深測量

６． 支給材料及び貸与物件
なし

７． 工事仕様
総則

（１）

施工時期
（１）
（２）

浚渫工
（１）

（２）

m 891 3,415

443

７－３
　本工事で使用する船種は、スパッド式グラブ浚渫船（普通地盤用）とし、船団数については、最大2船団
とする。

　使用する普通地盤用グラブは、濁りの発生を極力抑制できる密閉型とし、構造等については、監督職員
の承諾を得なければならない。
　また、グラブ浚渫時の濁り拡散及び土運船への積込時に汚濁水が流出しないよう十分注意して施工す
ること。

（３） 　発注者の都合により、浚渫区域及び面積を変更する場合がある。なお、この場合は、工期末日までに契
約変更するものとする。

（４）

8,633

m2 95

式 1
式 1

m2 818

７－１
　本特記仕様書に定めのない事項については、「港湾工事共通仕様書」（国土交通省港湾局　令和6年3
月）、「土木工事共通仕様書（案）」（国土交通省　令和6年3月）及び「港湾設計・測量・調査等業務共通仕
様書」（国土交通省港湾局　令和5年3月）の定めによるものとする。なお、共通仕様書の改訂により実施
内容に変更が生じた場合は、監督職員と協議し、実施するものとする。

７－２
浚渫工は、令和7年6月1日以降に着手するものとする。
浚渫工は、令和7年8月20日までに完了させるものとする。

式 1

式 1

式 1

式 1

m2 4,432

m 891
m2 2,735

m2 4,432 2

　グラブ浚渫船(普通地盤用)で浚渫が困難な土質が発生した場合は、監督職員と協議するものとする。

（５） 　施工中において鋼管矢板等の構造物の異常を発見した場合は、直ちに監督職員に報告しなければなら
ない。

（６） 　本工事の施工にあたっては、一般船舶の入出航に支障のないように留意し施工するものとする。

（７） 　グラブ浚渫については、上潮時のみを想定している。また、運転時間については、大型船通航時の作業
船退避及び上潮時のみの浚渫により、土砂仮置場揚土5.0h/日、海洋投入4.0h/日に設定している。な
お、運転時間に変更が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。

（８） 　浚渫する土質はN値10未満を想定している。
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